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租税、公物占用料等について

定義 制度趣旨 根拠規定

租 税

国家が特別の給付に対する反対給付として
ではなく、公共サービスに必要な資金を調達
する目的で、法律に基づいて私人に課する
金銭給付（金子『租税法（第15版）』８頁）

担税力に着目して公共サービス一般に
必要な資金を調達するもの

・所得税法
・法人税法 等

公物占用料

（公物について）特定人の利益のために特
権が設定されることに鑑み、その利益に対
する反対給付として、一時的に又は継続し
て定期に徴収する金銭（美濃部『日本行政
法 下』834頁）

（以下の２つの考え方がある）

①公物の特許使用によって使用者が受
ける利益を徴収する（対価説）、又は、

②公物の特許使用によって増加する管
理費の一部を徴収する（報償説）

・道路法39条
・河川法32条 等

電波利用料

電波の適正な利用の確保に関し総務大臣
が無線局全体の受益を直接の目的として行
う事務（電波利用共益事務）の処理に要する
費用の財源に充てるために免許人等が納
付すべき金銭（電波法103条の２第４項）

電波利用共益事務の費用を受益者であ
る免許人等に負担させるもの

電波法103条の2

特許料及び特許
権以外の工業所
有権の登録料

特許権、商標権、意匠権、実用新案権等の
工業所有権を発生させるため又は維持する
ために支払う料金（知的財産権用語辞典編
集委員会『知的財産権用語辞典』176、186
頁）

収支相償の原則に基づき工業所有権
行政に必要な費用を受益者の負担によ
りまかなうもの

・特許法107条
・商標法40条
・意匠法42条
・実用新案法31条

等

行政上の手数料

国若しくは地方公共団体又はこれらの機関
が他人のために行う公の役務に対し、その
費用を償うため又は報償として徴収する料
金（林ほか『法令用語辞典（第６次改訂版）』
515頁）

行政サービスの提供に要する実費を、
当該役務を受ける者に負担させるもの

・電波法103条
・特許法195条 等
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特別会計、特定財源、特別の資金

１ 特別会計
国の会計のうちある特定の行政目的を達成するために特定の歳入を以て特定の歳出

に充て一般の歳入歳出と区分して経理される部分 （杉村章三郎「財政法〔新版〕」より）

（参考）財政法（昭和22年法律第34号）第13条第2項における特別会計の設置要件
「国が特定の事業を行う場合、特定の資金を保有してその運用を行う場合その他特定の歳入を以
て特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合に限り、法律を以て、
特別会計を設置するものとする。」

２ 特定財源
税制上は使途が特定されていないが、財政上の措置として、その税収の全部又は一部

が特定事業の財源に充てることとされている租税 （金子宏「租税法〔第四版〕」より）

（注）目的税については、同書において「最初から特定の経費に充てる目的で課される租税」と定
義されている。

３ 特別の資金
一会計年度内に消費し尽くすことを予定せず、一般の現金と区分して保有、運用され、

主として歳計外で経理される金銭 （小村武「〔三訂版〕予算と財政法」より）

（注）同書においては、「その受払いが歳入歳出外で処理されることが資金の本質的要素」とされ、
総計予算主義（一会計年度の国の各般の需要を充たすための現金の支払を歳出とし、国の各般の
需要を充たすための支払の財源となるべき現金の収納を歳入とし、すべての歳入歳出を予算に編
入しなければならないとすること）の例外をなすことが「資金の重要な特色」と記されている。
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○電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）

（免許の申請）
第六条 （略）
２～６ （略）
７ 次に掲げる無線局（総務省令で定めるものを除く。）であつて総務大臣が公示する周

波数を使用するものの免許の申請は、総務大臣が公示する期間内に行わなければな
らない。

一 電気通信業務を行うことを目的として陸上に開設する移動する無線局（一又は二
以上の都道府県の区域の全部を含む区域をその移動範囲とするものに限る。）

二 電気通信業務を行うことを目的として陸上に開設する移動しない無線局であつて、
前号に掲げる無線局を通信の相手方とするもの

三 電気通信業務を行うことを目的として開設する人工衛星局
四 基幹放送局

８ （略）

現行電波法の競願処理の対象無線局に関する規定

３



周波数帯 ２０００年
（３Ｇオークション）

２０１０年
（ＬＴＥオークション）

1900.1-1905.1 MHz
※アンペアバンド

約６３億円 約６５億円

1930.2-1940.1MHz及び2120.2-
2130.1MHz
※ペアバンド

約８，４００億円 約２２３億円

1950.0-1959.9 MHz及び2140.0-2149.9 
MHz
※ペアバンド

約８，３００億円 約１７１億円

ドイツにおけるオークション

ドイツにおける３Ｇオークション（２０００年）に落札されその後政府に返却された
周波数が、２０１０年のＬＴＥオークションで割り当てられたところ。

その落札額の比較は以下のとおり。

４



1995.12～1996.5 オークション実施（総落札額約100億ドル）

1998.4 FCCは免許落札者に対し、分割払いの支払い開始期限を延長し、支払方法の変更や免許の
返還等を認める救済措置を決定。

※終了後に頭金不払いで18の落札が無効になり、7月に再オークションを実施。その後も、支払方法の変更等
の請願が寄せられる。

※破産事業者が落札した周波数のうちﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社が保持する周波数の免許は、訴訟解決後に有効になる
条件付でオークションされた。訴訟が長期化し、FCCとﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社、再オークション落札事業者は和解交
渉を進めていたが、和解案への議会の同意が得られず、2002年にFCCは落札者の入札取消しを認めた。

広帯域PCSオークション（Cブロック）

・ 周波数帯：1.8GHz～1.9ＧＨｚ帯（合計30MHz幅） ・免許数493（全米を493に区分）
・ 中小事業者のみ対象とした、PCS（携帯電話）用オークション
・ 落札価格が高騰し、免許の返還、事業者の倒産、倒産した事業者の免許の帰属をめぐる長期に及ぶ

訴訟等の問題が生じた。

（概要）

（オークション実施後の経過）

救済措置によって返還された周波数や破産事業者が落札した周波数の再オークション実施

1998.6 オークションの最高金額落札事業者ﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社（総落札額47億ドル）が、資金調達難から
破産。FCCは、ﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社が落札した免許を返還させようとしたが、免許の帰属をめぐり同
社との訴訟に発展。

５

1999～2000



2003.1 最高裁でﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社との訴訟におけるFCCの敗訴確定。

2004.4 FCCとﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社の和解成立

2005.1 ﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社から回収した免許を含むオークション実施 （総落札額約20.4億ドル）

同年 ﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社は、保持する残りの免許の一部を、ﾍﾞﾗｲｿﾞﾝ社に約30億ドルで売却。

 最初のオークション実施（1995～1996）から再オークション（2005）までに約９年を要した。
 免許の売却（転売）により、ﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社は多くの利益（約28億ドル）を得た。
 ﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社が当初のオークションで落札した免許について、FCCが最終的に回収した

金額は、最初のオークションで同社が落札した額よりも少なくなった。

⇒ ﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社の免許保持が認められ、同社は免許の一部をｼﾝｷﾞｭﾗｰ社に14億ドルで売却（2003年9月）。

※免許の返却分を24億ドル相当とみなし、ﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社からｼﾝｷﾞｭﾗｰ社への免許の売却代金の一部（7.14億ドル）
がｼﾝｷﾞｭﾗｰ社からFCCに直接支払われたため、ﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社が実際に支払った現金は8.86億ドル（1995～1996
年のオークションで支払った頭金5億ドルを含む）。

ﾈｸｽﾄｳｪｰﾌﾞ社は保持する免許の少なくとも90%をＦＣＣに返却し、
免許、金銭合わせて計40億ドル相当をFCCに支払う。

（主な和解内容）

６

広帯域PCSオークション（Cブロック）



第３世代携帯電話サービスの状況

第３世代携帯比率

日本 ８７．１６％

米国 ４７．１５％

英国 ３５．９７％

フランス ２８．０８％

ドイツ ３２．７４％

韓国 ８５．４４％

（参考）日・英・独における第３世代携帯電話サービス導入期間

サービス開始に要した期間（事業者の平均）

日本 １年１１ヶ月

英国 ３年１１ヶ月

ドイツ ３年１０ヶ月

（注）オークション落札（日本については予備免許）からサービス開始までの期間
ドイツについては、落札事業者６社中、２社がサービス開始せずに撤退している。

（参考）サービス開始に要した期間は、事業者の年次報告書等からサービス開始時期を引用した
上で算出

（注）全携帯電話に占める第３世代携帯電話の比率（２００８年末）
総務省「ＩＣＴ基盤に関する国際比較調査報告書」（２０１０年３月）より

７



携帯電話料金の内外価格差 その１

１ 音声のみ利用
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（出典） 総務省 『平成22年度 電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査』 （平成23年６月）

（３） 高利用者（音声月565分）
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携帯電話料金の内外価格差 その２

２ 音声・メール・データ利用

（１） 一般ユーザ（音声月122分・メール月290通(うち発信115通)・データ月16,000パケット）

（出典） 総務省 『平成22年度 電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査』 （平成23年６月）
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（２） ヘビーユーザ（音声月565分・メール月865通(うち発信340通)・データ月1,661,000パケット）
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ドイツにおけるＬＴＥオークション（2010年）

●落札結果

周波数帯 ブロック
各事業者の落札結果

ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝD2 ﾃﾚﾌｫﾆｶ
O2Germany

ﾃﾚｺﾑ
Deutschland 

E-Plus

800MHz帯
（計60MHz）

6ブロック ○ ○ ○ ×

1.8GHz帯
（計50MHz）

5ブロック × × ○ ○

2.0GHz帯
（計58.8MHz）

6ブロック ○ ○ × ○

2.6GHz帯
（計190MHz）

24ブロック ○ ○ ○ ○

全体
（約360MHz）

41ブロック

12
€14億2千万

（約1,610億円）

11
€13億7千万

（約1,560億円）

10
€13億

（約1,470億円）

8
€2億8千万

（約320億円）

※為替レートはオークション終了時のものを使用。

●参加事業者の概要

事業者名 ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝD2 ﾃﾚﾌｫﾆｶ
O2Germany

ﾃﾚｺﾑDeutschland E-Plus

グループ売上高
（２００９年度）

約￡445億
(約6兆7000億円)

約€567億
(約7兆3900億円)

約€646億
（約8兆4100億円）

約€135億
（約1兆7600億円）

移動体通信の国内シェア ２位 ４位 １位 ３位
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免許期間

有
期
限

無
期
限

政策上の必要性

保
証
金
・
銀
行

保
証
書
の
提
出

最低落札額の設定

払込金額の決定方法

ファーストプライス型 セカンドプライス型

入札活動ルールの設定

公開性

公
開
型

封
印
型

入札方法

競
上
げ
型

競
下
げ
型

入札の連続性

単
一

ラ
ウ
ン
ド
型

複数対象物の入札

同
時
型

逐
次
型

複
数

ラ
ウ
ン
ド
型

制度設計

オークションの類型整理
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DataCom Wireless

Aloha Partners

2002～05 オークションで取得(3,486万ドル）

2002～03オークションで取得(862万ドル）

Cavalier Group

2002～03オークションで取得(330万ドル）

LIN TV

2002～03オークションで取得(627万ドル）

ＡＴ＆Ｔ

2008 免許譲渡(25億ドル）

その他の小事業者等

2005事業買収(買収額不明）

2007 免許譲渡(3,250万ドル）

事業譲渡・免許譲渡

○米国では、オークション落札価格約5千万ドルの周波数が25億ドルで転売される等の事例あり。

米国におけるオークションで取得した電波の転売の例
（710～716MHz及び740～746MHz)

１２※ 取得額等については、FCCウェブサイト等に掲載された数字を元に記載



電波利用料は、不法電波の監視等の電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的
として行う事務（電波利用共益事務）の処理に要する費用（電波利用共益費用）に充てるものとして、
その事務の受益者である無線局の免許人等に対して負担を求めるもの

電波利用料制度は少なくとも３年ごとに見直すこととされており（電波法附則第１４項）、３年を１
期間としてその期間に必要と見込まれる電波利用共益費用を同期間中に見込まれる無線局で負担するも
のとして、料額を検討し決定

電波利用共益事務の内容（電波利用料の使途）は電波法第１０３条の２第４項に具体的に限定列挙

主な使途 電波の適正な利用の確保
（電波利用共益事務）

・不法電波の監視

・総合無線局監理ｼｽﾃﾑの構築・運用

・電波資源拡大のための研究開発等

・電波の安全性調査

・携帯電話等エリア整備事業

・電波遮へい対策事業

・地上デジタル放送への円滑な移行の

ための環境整備

等

主な無線局免許人

・携帯電話事業者

・放送事業者

・衛星通信事業者

・電力事業者

・アマチュア無線

等

電波利用料制度の概要

3年毎の見直し

電波利用料の支払
（免許人等による費用負担）
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＜電波法第百三条の二第四項＞
この条及び次条において「電波利用料」とは、次に掲げる電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的と

して行う事務の処理に要する費用（同条において「電波利用共益費用」という。）の財源に充てるために免許人等、第十項の特定免許等
不要局を開設した者又は第十一項の表示者が納付すべき金銭をいう。

一 電波の監視及び規正並びに不法に開設された無線局の探査
二 総合無線局管理ファイル（全無線局について第六条第一項及び第二項、第二十七条の三、第二十七条の十八第二項及び第三項並びに

第二十七条の二十九第二項及び第三項の書類及び申請書並びに免許状等に記載しなければならない事項その他の無線局の免許等に関す
る事項を電子情報処理組織によって記録するファイルをいう。）の作成及び管理

三 周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数への移行を促進する技術としておおむね五年以内
に開発すべき技術に関する無線設備の技術基準の策定に向けた研究開発並びに既に開発されている周波数を効率的に利用する技術、周
波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数への移行を促進する技術を用いた無線設備について無線設備の技術基準を策定するため
に行う国際機関及び外国の行政機関その他の外国の関係機関との連絡調整並びに試験及びその結果の分析

四 電波の人体等への影響に関する調査
五 標準電波の発射
六 特定周波数変更対策業務（第七十一条の三第九項の規定による指定周波数変更対策機関に対する交付金の交付を含む。）
七 特定周波数終了対策業務（第七十一条の三の二第十一項において準用する第七十一条の三第九項の規定による登録周波数終了対策機

関に対する交付金の交付を含む。第十項及び第十一項において同じ。）
八 電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難な地域において必要最小の空中線電力による当該

無線通信の利用を可能とするために行われる次に掲げる設備（当該設備と一体として設置される総務省令で定める附属設備並びに当該
設備及び当該附属設備を設置するために必要な工作物を含む。）の整備のための補助金の交付その他の必要な援助
イ 当該無線通信の業務の用に供する無線局の無線設備及び当該無線局の開設に必要な伝送路設備
ロ 当該無線通信の受信を可能とする伝送路設備

九 前号に掲げるもののほか、電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難なトンネルその他の環
境において当該無線通信の利用を可能とするために行われる設備の整備のための補助金の交付

十 電波の能率的な利用を確保し、又は電波の人体等への悪影響を防止するために行う周波数の使用又は人体等の防護に関するリテラシ
ーの向上のための活動に対する必要な援助

十の二※ テレビジョン放送（人工衛星局により行われるものを除く。以下この号において同じ。）を受信することのできる受信設備を
設置している者（デジタル信号によるテレビジョン放送のうち、静止し、又は移動する事物の瞬間的影像及びこれに伴う音声その他の
音響を送る放送（以下この号において「地上デジタル放送」という。）を受信することのできる受信設備を設置している者を除く。）
のうち、経済的困難その他の事由により地上デジタル放送の受信が困難な者に対して地上デジタル放送の受信に必要な設備の整備のた
めに行う補助金の交付その他の援助

十一 電波利用料に係る制度の企画又は立案その他前各号に掲げる事務に附帯する事務

電波利用料の使途（電波利用共益事務）

電波利用料の使途は、「電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用」の財源
に充てるものとして使途の明確化を担保するため、電波法第103条の2第４項において限定列挙されている。

※第十の二号は、附則第15項により「当分の間」有効とされている規定。
１４



オークション収入と電波利用に伴う手数料等との関係

国 電波利用に伴う手数料等 内容 オークション払込金との併課

米 行政手数料
FCCの規制活動(執行活動、規則制定、情報提供サー
ビス、国際活動)に係る費用の回収

(電気通信法§9(a)(1))
○

英 無線電信免許料 周波数の賃貸料的性格
※オークション払込金は無線電信免許料の一種

(2006年無線電信法§12～14)

独

周波数割当手数料
割当に係る費用の回収

(電気通信法§142(2))
×

※ただし、オークション払込金が周波数割当手数料を
下回る場合には差額分を徴収(電気通信法§142(5))

周波数保護分担金
周波数監理費用の回収(周波数の効率的利用のため
の測定、試験及び共同研究等にかかる費用)

(電気通信法§143(1))
○

仏*
管理料

周波数監理費用の回収
(デクレ2007‐1532§2) 未定

使用料
・周波数の賃貸料的性格
・周波数利用により得ている便益の還元 未定

韓

周波数割当代価

・基幹電気通信事業、総合有線放送事業及び伝送網
事業に係る周波数の割当に対する経済的代価
・放送・通信の振興に充当

(電波法§11)

ー
※オークション払込金は周波数割当代価の一種

(電波法§11)

電波使用料
・周波数監理費用の回収
・一部を放送・通信の振興に充当

(電波法§67)

○
※ただし、周波数割当代価を納付した場合には30％減額

(電波法施行令第89条第2項第2号)

*地上移動通信(２Ｇ、３Ｇ、ＬＴＥ)の割当ての際には、使用料のみが徴収される。
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我が国における外資規制の現状①無線局免許

■ 電波法では、電波資源が有限稀少であることから、自国民優先利用の考えに基づき、無

線局免許について外資規制を実施。ただし、一定の無線局免許については、適用を除外。

● 次のいずれかに該当する者には、無線局の免許を与えない。（電波法第5条第1項）

① 日本の国籍を有しない者、外国政府又はその代表者、外国の法人又は団体（以下「外国人等」という。）
② 法人又は団体であって、外国人等が代表者であるもの又は外国人等がその役員の３分の１以上若しくは議決権

の３分の１以上を占めるもの

原則

● 地上基幹放送をする無線局については、以下の外資規制を実施。（電波法第5条第4項）

① 外国人等
② 法人又は団体であって、外国人等が業務を執行する役員であるもの又は外国人等がその議決権の５分の１以上

を占めるもの
③ 法人又は団体であって、外国人等が直接に占める議決権の割合と外国人等が日本の法人又は団体を通じて間

接に占める議決権の割合とを合算した割合がその議決権の５分の１以上を占めるもの

例外②地上基幹放送局

例外①適用除外

● 次に掲げる無線局については、外資規制を適用しない。（電波法第5条第2項）

① 実験等無線局
② アマチュア無線局
③ 外国の船舶・航空機に開設する無線局
④ 特定の固定地点間の無線通信を行う無線局
⑤ 外国公館の公用無線局
⑥ 陸上移動用無線局及びその基地局
⑦ 電気通信業務用無線局
⑧ 電気通信業務用人工衛星の制御用無線局
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我が国における外資規制の現状②対内投資規制

■ 外為法では、対外取引の自由を原則としつつ、必要最小限の管理又は調整を行うという基本的考え

に立ち、「国の安全」「公の秩序」「公衆の安全」等の観点から、対内投資規制を実施

■ 具体的には、外国投資家が国の安全を損なうおそれがあるもの等として政令で定める一定の業種に

対する対内直接投資等を行おうとするときは、事前届出義務を課し、国があらかじめ審査

(注)財務大臣及び事業所管大臣が定めることと
されており、「情報通信業」も対象となっている

外国投資家
（法第26条第２項）

① 非居住者
② 外国法令に基づく法人・団体
③ 外国に主たる事務所を有する法人・団体
④ ①～③による直接・間接の合計の議決権

保有比率が50%以上の会社
⑤ 非居住者が役員・代表権ある役員のいず

れかの過半数を占める法人・団体

日本企業
（対象業種：政令第３条第２項第１号）

① 国の安全を損ない、公の秩序の維持を妨
げ、又は公衆の安全の保護に支障を来すこと
になるおそれがある対内直接投資等に係る業
種 (注)

② OECD資本移動自由化規約の規定に基づき、
我が国が留保している対内直接投資等に係る
業種

対内直接投資等
（法第26条第２項）

① 上場会社株式の10%以上の取得
② 非上場会社株式・持分の取得
③ 事業目的の実質的な変更について

の同意（株式会社の場合、1/3以上の
議決権保有が条件）

④ 一定規模で行う１年超の貸付け
（銀行等によるもの、日本法人（「外国投
資家」の類型④⑤）を通じた本邦通貨に
よるものを除く） 等

事前届出

● 届出の受理から30日間は投資を行ってはならない
● 財務大臣・事業所管大臣が審査の必要性を認めるときは、投資禁止期間を４か月まで延長可能
● ①国の安全を損ない、公の秩序の維持を妨げ、又は公衆の安全の保護に支障を来さないか、②我

が国経済の円滑な運営に著しい悪影響を及ぼさないか等について審査
● 審査の結果、国の安全を損なうおそれ等があると認めるときは、投資内容の変更・中止を勧告
● 外国投資家が勧告を応諾しないときは、財務大臣・事業所管大臣が投資内容の変更・中止を命令

（法第27条）

固定電気通信業、移動電気通信業、インター
ネット附随サービス業、公共放送業、民間放
送業、有線放送業

〔日本標準産業分類に基づく〕
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